
Ⅰ 経営戦略の概要 
経営戦略の策定から５年が経過し、人口減少や新潟県広域化・共同化計画の策定によ

り流入水量の見込みが変更となったことや、物価の高騰など流域下水道事業※を取り巻く

環境や社会経済情勢に変化が生じてきたことを踏まえ、投資・財政計画等について見直

しを行いました。 
※ ４流域７処理区で11市町村にまたがり事業を実施 

計画期間：令和７年４月～令和17年３月（10年間） 

〇 本計画は「新潟県総合計画～住んでよし、訪れてよしの新潟県～」を踏まえ、流域下水道事業の中長期的な

経営方針や取組を示したもの。 

〇 計画策定に当たっては、汚水処理施設整備構想、ストックマネジメント実施方針及び社会資本維持管理計画

を踏まえて策定し、下水道法に基づく事業計画、ストックマネジメント計画及び総合地震対策計画等は、本

経営戦略を踏まえて更新 

Ⅱ 現状 

Ⅲ 経営理念・基本方針  Ⅳ主要施策・取組 

 
 

 1 安心できるサービスの提供      住民・市町村との連携促進・信頼関係構築 

                     環境を保全する下水処理 

                     循環型社会への貢献 

2 持続可能なインフラの構築・運営   計画的な老朽化対策 

                    災害に負けない下水道 

                    効率的な運営 

3 安定した企業経営          事業を支える人材の育成 

                  未来を見据えた経営管理 

                    有効的な資産活用 

 事業経営に対するプラス要素 事業経営に対するマイナス要素 

内

部

環

境 

〈強 み〉 

・処理水量に比較して維持管理費を抑制 

・下水道資源活用の取組 

〈弱 み〉 

・人員規模が縮小し、技術の承継が課題 

・更新予定時期経過施設の増加見込 

・関連市町村と経営に係る対話不足 

外

部

環

境 

〈機 会〉 

・２つの処理区で水量増加見込 

・全国的に下水道資源利活用が活発化 

・広域化・共同化等が推進されている 

・長寿命化等に対する国の支援が制度化 

・DXの推進等、技術の進展が著しい 

・全国的にウォーターPPPなど民間活力の導

入が推進されている 

〈脅 威〉 

・人口減少に伴う流入水量の減少や物価高騰 

・国の下水道関連予算は縮小傾向 

・自然災害の頻発化による施設の損傷、機能停

止等が懸念 

・１つの処理区で水量減少見込 

・汚泥の搬出先の確保に課題 

経営理念 

基本方針 主要施策・取組 



Ⅴ 投資・財政計画 
(1) 投資・財政計画（10年） 

建設、維持管理の計画を踏まえ収支を見積もったもので、10年間の収支は均衡（当

年度純利益が黒字）。これを達成するため、主な支出である維持管理費や投資額等に

影響する指標に目標値を設定し、広域化・共同化など、更なる経費縮減の検討を進め

ながら事業を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 端数処理の都合により、合計が一致しない箇所があります。 
 

(2) 投資試算、財源試算（30年） 

施設・設備の日常点検や適切な維持管理等により、改築更新のタイミングを後年に

延ばして、各年度の投資額を施設概成後の事業費の水準に平準化したもの。 

  
(3) 目標設定 

Ⅵ 事後検証、更新に関する事項 
● 毎年度、自己評価を行い、市町村協議会及び懇話会（外部専門家）で意見聴取 

● 事業環境の変化や新たな課題に対応するため、計画を５年※で見直す。 

※ 進行管理に伴い見直しが必要になった場合は、随時見直し 

指標名 計算式 
現状 目標 

'23 '27 '34 '54 

下水道接続率【％】 下水道接続人口/下水道処理人口 88.3 90.8 94.2 96.2 

未利用エネルギー活用率
【％】 

消化ガス発電等による消化ガス使用

量/消化ガス発生量 
80.6 83.0 83.0 83.0 

健全率【％】 健全な設備数/全設備数 100 100 100 100 

耐震化率（管渠）【％】 耐震化した管渠/管渠延長 95.0 96.5 98.0 100 

耐震化率（施設）【％】 耐震化した施設数/全施設数 55.0 60.0 72.5 87.5 

汚水処理原価【円/㎥】 (維持管理費+資本費)/流入水量 50.2 54.2 52.9 52.6 

流動比率【％】 流動資産/流動負債 142.8 100 以上 100 以上 100 以上 


